
１．問題意識と研究目的

1.1　日本企業の人材マネジメントの変化
　90年代以降，日本企業の人材マネジメントには大きく分けて 2 つの変化が生じたと言われる

（Morishima, 1996）． １ つは評価処遇制度の変化であり，企業が成果主義人事制度の導入を検討
し，2000年前後には多くの大企業に普及するに至ったとされる（産業能率大学総合研究所HRM
センター , 2003）．もう １ つは，雇用形態のバリエーションの変化である．2002年の「就業構造
基本調査」によれば，被雇用者全体に占める非典型労働者の割合は1997年に比べて大幅に増加
しており，コア人材に関しては長期内部育成を維持しながら，他方でそれ以外の人材を市場か
ら調達するという群別管理が進行している（平野, 2006）．
　Morishima（1996）によれば，1994年の段階では，調査対象企業1628社のうち「長期雇用保障」
と「年功に基づく評価処遇」を維持している企業が919社（56.4％）と最も多く，次に続くのが「長
期雇用保障」＋「業績に基づく評価処遇」の524社（32.1%）であり，「雇用の外部化」＋「業績
に基づく評価処遇」は，最も少ない175社（10.7%）であった．これが2004年になると，調査対
象企業1207社のうち，「長期雇用保障」+「年功に基づく評価処遇」が489社（40.5%）と依然最
も多いが，その割合は下がっており，「長期雇用保障」＋「業績に基づく評価処遇」が456社（37.81%）
とその割合を増加させていた（守島, 2006）．「長期雇用保障」と「年功に基づく評価処遇」を維
持すると答えた企業が最も多いものの，「雇用外部化」と「成果主義」を導入している企業が
262社（21.7％）にのぼっており，「長期雇用保障」と「年功に基づく評価処遇」を維持すると
答えた企業の割合は16.2％減少していた（守島, 2006）．日本企業の人材マネジメントが大きく
変化していることを表す結果である．

1.2　基底としてのEOR
　人材マネジメントのこのような変化は，日本企業における個人と組織の関わり合い

（employee-organization relationship: EOR）そのものの変化を伴う可能性が高い．
　この点を説明するためには，まず人材マネジメントの階層性について理解する必要がある．
Arthur and Boyles（2007）によれば，人材マネジメントは，フィロソフィー（philosophy），
ポリシー（policy），施策（practice），運用（process）といった複数のレベルに分類できる．
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施策とは，目標管理制度や年功主義型給与・昇進制度や退職金制度など，企業で実際に導入さ
れる具体的なプログラムをさし，そうした施策を実際にどのように動かすかということに関わ
る取り決めが運用である（Huselid & Becker, 2000）．ポリシーは「組織の中で行われる人材マ
ネジメントのプログラム，プロセス，技術といったことに関する，企業や事業単位での意図」
と定義され（Wright and Boswell, 2002），企業が導入する施策・プログラムがどのような意図
を持つものなのかということに関わる．たとえば目標管理制度（施策レベル）は，「企業側が個
人に全体の目標に対して貢献することを求め，その達成に貢献した度合いに応じて処遇を決定
すること」（ポリシーレベル）を意図して導入されるものであるというように，ポリシーは企業
が実際に導入する人材マネジメント施策の上位に位置づけられるものである．守島（1996）の
いう「長期雇用保障」や「年功に基づく評価処遇」はこのレベルにあたる．最後に，フィロソフィー
とは，「人的資源を企業価値を生む源泉と捉えるかコストとして考えるか」であったり，「個人
と組織の関わり合いをどのように捉えるか」であったりというように，そもそも人材というも
のを，また企業と人材との関係をどのように捉えているかという点に関する企業の姿勢である．
人材マネジメントの基底部分を構成するものであり，意識するか否かにかかわらず，これが企
業の人材マネジメントポリシーに影響を与え，より表層部にある施策や運用のレベルを規定す
ることになる（Arthur and Boyles, 2007）．
　これを90年代以前の日本企業に当てはめてみよう（図１）．職能資格制度や年功主義給与・昇
進など，かつて日本企業が採用してきた制度は，Arthur and Boyles（2007）のいう施策レベル
に相当し，これは「長期雇用保障＋年功に基づく評価処遇」といったポリシーに立脚している．
個人の雇用を長期的に保障し（長期雇用保障），個人が組織に対して長期間所属することを高く
評価する（年功に基づく評価処遇）というポリシーがまずあって，それを体現し実行するため
の具体的な仕組みが，職能資格制度や年功主義給与・昇進だったわけである．そしてこうした
ポリシーよりもさらに深部に存在し，人材マネジメントを支えているのがフィロソフィーであ
る．土屋（1978）は，日本的経営の特徴が福利厚生のような具体的な制度（つまり施策レベル）
ではなく，個と全体の高い信頼関係を重視する点にあるとしているが，これはまさに人材マネ
ジメントのフィロソフィー部分を指摘したものであったと言える．同様にAbegglen（1958）も，
日本企業の特徴であり強みは，個人と組織がお互いの関係が長期に及ぶことを暗黙のうちに理
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解し，そのような長期的な関わり合いを前提にお互いに強くコミットすることにあると指摘し
ている．同様の指摘はDore（2000）などにもみられ，それぞれに用いている言葉は違うものの，
日本企業の特徴を個人と組織との長期的で親密な関わり合いに求めていること，そうした関わ
り合いこその重要性を個人側と組織側双方が理解し，合意していることを指摘している点にお
いて共通する．まさに，EORが人材マネジメント施策の基底をなしていることを指摘している
わけである．
　これが2016年現在の日本企業に対して持つ意味は重大である．人材マネジメント施策やポリ
シーは，個人と組織とがどのように関わり合うかというフィロソフィーを前提としており，従っ
て施策やポリシーの変更は，フィロソフィーレベルの変更につながる可能性がある．たとえば「長
期雇用保障」＋「年功に基づく評価処遇」というかつての人材マネジメントは，いわば「個人
と組織の長期的で親密な関わり合い」という考え方をその基底に持っていた．これが個人と組
織の双方によって明確な言葉として語られることはあまりなかったが，双方がそれを暗黙のう
ちに理解していた（服部, 2013）．その証拠に，組織側は極端な状況にならない限り従業員を解
雇せず，従業員側もまた容易に他の企業に移ることはしなかったわけであり，そのことがお互
いの義務と権利として共有されていたのである（服部, 2013）．したがって，日本企業のポリシー
が「長期雇用保障」＋「業績に基づく評価処遇」へと変化するとすれば，そうした基底に何ら
かの変化が生じている可能性がある．
　にもかかわらず，90〜00年代前半にかけて生じた変化によって，日本企業のEORはどのよう
なものへと変化したのか，個人と組織はどのような関わり合いを結ぼうとしているのか．こう
した点について，日本企業は，従業員に対して明確なフィロソフィーを提示することができて
いないのではないだろうか．「実力主義型終身雇用」を打ち出したサイバーエージェント１など，
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1　Ameba（アメーバ）などのメディア事業，アプリ開発事業など多数の事業を手がけるインターネット
総合企業であるサーバーエージェントが標榜する実力主義型終身雇用は，個人と組織との間の信頼関係を
維持しつつ，社員には常に新しさに挑戦すること，そこで得たことを世代を通じて継承することを求める
ことで，健全な緊張感を維持したEORの実現を目指すものである．同社の人事制度については服部（2016）
が詳しい．
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幾つかの例外はあるものの，多くの企業においては，基底となるEORの定義を欠いたまま，人
材マネジメント施策の修正・変更が行われているのではないだろうか．日本企業は，個人と組
織の関わり合いがこれまでとは違うものになりつつあるということは示しているが，それがいっ
たいどのようなものであるのか，社員との間にどのような関係を築こうとしているのかという
点に関して，明確な答えを持たぬままに，より表層的なポリシーであり施策レベルの修正・変
更を行ってきたといえるのである（図２）．
　同時に，経営学の分野においても，この点に関わる議論は必ずしも十分ではない．90年代以
降に導入されたさまざまな人材マネジメントの管理方法に関わる研究はあるものの，その基底
をなすEORの変化についての議論や調査は少ない（服部, 2013；宮本・服部, 2009）．

1.3　本論文の目的と特徴
　今日の日本企業の人材マネジメントの基底をなすEORとはどのようなものであるか，という
点に関する議論が急務である．とはいえ，日本企業が採用するべきEORコンセプトを，１つの
論文の中で確定することは到底できない．そこで本論文では，研究者やビジネスパーソンがど
のようなコンセプトによって，どのような観点から，2016年現在の日本企業におけるEORを表
現するべきであるか，その論点を提示することを目指したい．
　そのために本論文では，欧米（主としてアメリカ）において蓄積されてきたEOR研究の系譜
をレビューする．EORに関して膨大な研究蓄積のある欧米の産業・組織心理学および組織行動
論の研究をレビューすることで，そこでどのようなEORコンセプトが，どのような経緯で提示
され，それは相互にどのような意味で類似し，どのような意味で相違があるのかという点を整
理する．あわせて，各コンセプトがどのような背景の中で登場し，どのようにアカデミックな
コンセプトとして確立されたのかということも確認する．こうした作業を通じて，現時点でわ
れわれは，EORに関してどのようなコンセプトを持ち合わせているのか，そのうち日本企業の
EORを記述するのに適したものはどれであるか，ということを論じたい．本論文の研究課題を
明記しておこう．

研究課題１：
欧米の産業・組織心理学および組織行動論が提示するEORのコンセプトは，相互にどのように
異なっており，またどのように共通しているのか．それぞれは，どのような観点からEORを捉
えてきたのか（それぞれのコンセプトの内容，相互の異同の明確化）．

研究課題２：
種々のEORに関わるコンセプトはどのようにアイデアとして登場し，アカデミックなコンセプ
トとして確立してきたのか（コンセプトの登場と発展の学説史の把握）．

　こうした課題に答えることを通じて，「長期雇用保障」＋「業績に基づく評価処遇」という今
日の日本企業の人材マネジメントの基底をなすEORについて議論し，記述するための枠組みや
ボキャブラリーを抽出することが本論文の目的となる．
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２．手続き

2.1　コンセプトの抽出
　レビュー論文としての本論文の特徴は，組織コミットメントや心理的契約といった，①単独
のコンセプトにかかわる縦断的なレビューだけではなく，②関連する複数のコンセプト同士が
相互にどのように影響し合って（あるいはし合わずに）研究が進んできたのかというコンセプ
ト横断的な視点をとっている点にある．この点が，特定のコンセプトに関わる研究を深くレ
ビューする通常のレビュー論文とは異なる．
　そこでまず，本論文がレビューの対象とするEORコンセプトの範囲を確定しなければならな
い．組織の中の人間行動や態度を研究対象とする産業・組織心理学，そして組織行動論のコン
セプトは，そのほとんどが何らかの形で組織と個人の関わり合いを捉えたものといえる．例え
ば離職やリテンションといったコンセプトは，個人が組織から離れること/離れないことに関
わっているし，職務満足やワークモティベーションの研究は，組織が個人に割り当てる仕事な
り職務への個人の態度であり，これもまた組織との関わりに関連している．また組織社会化は，
個人が組織へと馴染むことに関わるものであり，組織と個人の関わり合いそのものに強く関わっ
ている．
　とはいえ，これらすべてが本論文の関心に合致しているわけではない．本論文では，以下の
ような手続きでレビューの対象を絞り込むこととした．

（１）組織行動論のコンセプトを横断的にレビューしたHeath and Sitkin（2001）で取り上げら
れているコンセプトをピックアップ

　まず組織行動論の研究を広くレビューしたHeath and Sitkin（2001）より，EORに関わるコ
ンセプトをピックアプする作業を行った．この領域の主導的な研究者二人によるこの論文は，
1990年代に発表された主要な雑誌（Academy of Management Journal，Administrative 
Science Quarterly，Journal of Applied Psychology ，Journal of Organizational Behavior，
Organization Science，Organizational Behavior and Human Decision Processes）より主要な
コンセンプトをピックアップし，それらについて①科学的な研究がどの程度行われているか，
②そもそもそのコンセプトは科学的な探求をするに値する重要なものか，といった点を検討す
る事を目的としている．したがってこの論文で提示されているコンセプトは，組織行動論の領
域の主要なコンセプトがかなりの程度網羅されていると考えてよいだろう（Heath and Sitkin, 
2001, pp. 46-47）．
　この作業によりピックアップされたのは，離職（turnover），組織コミットメント（organizational 
commitment），心理的契約（psychological contracts），組織社会化（socialization），組織市民
行動（organization citizenship behavior），職務満足（job satisfaction），モティベーション

（motivation），関与（involvement）の８つである．



横浜経営研究　第37巻　第１号（2016）90（ 　  ）

（２）そのリストに，産業・組織心理学の観点からEOR研究をレビューしたCoyle-Shapiro and 
Shore（2007）で取り上げられているコンセプトを追加

　Heath and Sitkin（2001）の論文の目的は，組織行動論の領域で研究されているコンセプト
を俯瞰することにあるため，EORに関わるコンセプトのうち，組織行動論の隣接領域である産
業・組織心理学の研究が含まれていない可能性がある．そこで産業・組織心理学の観点から
EOR研究をレビューしているCoyle-Shapiro and Shore（2007）からも，コンセプトのピックアッ
プを行った．この論文で取り上げられているものは，組織サポート（perceived organizational 
support），組織同一化（identification），採用（recruitment），組織－個人適合（person-organization 
fit），心理的契約，組織市民行動，組織コミットメントの７つであり，新たに４つが加わること
になる．

（３）上記リストのうち，本研究の関心でないものは除外

　以上12のコンセプトのうち，本研究の関心と合致しないものはレビューの対象から除外した．
まず「どのような関係か」ということ自体を意味に含まないコンセプトは除外した．例えば組
織コミットメントや組織同一化は，のちに述べるように，個人と組織が何らかの意味で親密な
関係にあることに関わるコンセプトであるが，「離職」や「リテンション」「組織社会化」などは，
それ自体では組織と個人のどのような関係性を捉えたものであるかということを示していない．
この基準により，離職，モティベーション，採用，組織社会化が除外される．
　さらに，個人と「組織」との関わり合いではないものも除外した．例えば，職務満足やワー
クモティベーション，ジョブインボルブメントは，「仕事」に対する個人の態度であって「組織」
そのものではない．この基準により，モティベーション，職務満足，組織市民行動が除外される．
また組織サポートは，個人の組織に対する関わり方というよりは，組織の個人に対する関わり
方に関するものであるため，これも除外した．

（４）これらの論文が発表された以降に重要になったコンセプトを追加

　最後に，Heath and Sitkin（2001）やCoyle-Shapiro and Shore（2007）以降に研究が蓄積さ
れ始めたI-dealsを加えた，計５つのコンセプト（組織同一化，組織コミットメント，個人－組
織適合，心理的契約，I-deals）を，欧米における主要なEORコンセプトとみなし，レビューの
対象とすることとした．

2.2　レビュー方針
　本論文では，大きくわけて２つのタイプのレビューを行う． 
　まず第一に，EORの各コンセプトにかかわる研究がどの時期にどの程度行われたのかという
ことを数量的に把握することを目指す．具体的には，（１）各コンセプトがはじめて学術的なコ
ンセプトとして登場した時点（より正確には，はじめて学術的なコンセプトとして登場した論文・
書籍の発表年）を特定し２，（２）その時期を起点に各コンセプトをタイトルに含む研究がどの
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2　なお，論文の検索には，google scholarの検索機能を利用した．
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程度発表されたかということを10年刻みで把握し，さらに（３）すべてのコンセプトに関わる
研究の数を足し合わせ，EOR研究全体がそれぞれの時期においてどの程度発表されたかという
ことを把握する．いわば，EORコンセプト研究の量的把握である．
　ただ，各コンセプトの起源を厳密に特定することは決して簡単ではない．たとえば心理的契
約の場合，この言葉のオリジナルにあたるpsychological contractsという言葉が学術的に定義さ
れ，その定義が広く共有されたのはRousseau（1989）においてであるが，psychological 
contractsという言葉自体はSchein（1965）などにおいてすでに登場しているし，それらの研究
にはArgyris（1960）によるpsychological work contractsというコンセプトがそのアイデアの
萌芽であると書かれている．さらにいえば，Rousseau（1989）ではArgyris（1960）よりもさ
らに前に発表されたSimon（1947）が引用されており，心理的契約というコンセプトの内容か
ら考えれば，Rousseau（1989）がSimonから影響を受けていることは明らかである．この場合，
Schein（1965）をもって心理的契約コンセプトの登場とするか，ArgyrisさらにはSimonまで遡
るかという判断をする必要がある．
　そこで本論文では，以下の手続きをもって各コンセプトの「起源」を特定することとした．
まず各コンセプトのレビュー論文や代表的な研究においてそのコンセプトを「用いたはじめて
の人/研究（first person/paper to use）」やその研究の「起源（origin/biginning）」といったよ
うに起源として紹介されている研究をまず特定した．次にその論文のなかに当該コンセプトが
本当に登場しているかどうか，登場している場合にはさらに，その研究が引用している研究リ
ストにまでさかのぼり，（その研究以前に）そのコンセプトが登場していないかどうかというこ
とを確認した．
　こうした手順で「起源」を特定した結果，組織同一化はSimon（1947），組織コミットメント
はBecker（1960），個人－組織適合はChatman（1989），そしてI-dealsはRousseau（2005）が，
それぞれ起源に当たることがわかった．起源にあたるこれらの研究を起点に，EORをめぐる研
究の動向を量的に抑えることで，研究の蓄積を俯瞰することが，量的把握の目的となる．
　そして第二に，こうした量的な把握をふまえて，それぞれのコンセプトの形成の歴史について，
より詳細な記述的レビューを行う．ここでの目的は，それぞれのコンセプトが研究者によって
どのようなものとして捉えられたかという，概念そのものの変遷をたどることであって，それ
ぞれのコンセプトにかかわる実証研究の具体的な展開を追いかけることではない．

３．EORコンセプト研究の量的把握

　ここではEORの各コンセプトにかかわる研究がどの時期にどの程度行われたのかということ
を数量的に把握する．ここでの目的は，各コンセプトの「起源」となる研究を起点に，各コン
セプトをタイトルに含む研究がどの程度発表されたかということを10年刻みで把握し，EOR研
究全体がそれぞれの時期においてどの程度発表されたかということを把握することである．
　まず各コンセプトの起源となる研究が，それぞれいつ発表されたのかということを確認して
おこう．本論文で取り上げるコンセプトを，それらが登場した順に並べると，組織同一化 が
1947年と最も古く（Simon, 1947），ついで心理的契約（Argryis, 1960），組織コミットメント

（Becker, 1960），個人－組織適合（Chatman, 1989），I-deals（Rousseau, 2005）となっており，もっ
とも古い組織同一化の登場から最も新しいI-dealsの登場までの間には，およそ70年もの年月が
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経過している．
　表１及び図３は６つ３のEORコンセプトに関わる新規の研究が，各年代において，どのくら
い発表されたかということを集計したものである．
　歴史的に見ると，Simon（1947）やMarch and Simon（1958）を除けば，すべてのコンセプ
トに関わる研究は，1960年以降に開始されている（表１，図３）．1960年代から研究の蓄積がス
タートしたのは組織同一化（10本），組織コミットメント（11本），心理的契約（10本）の３つ
であるが，この時点では研究の量はほとんど変わらない．ところが70年代に入ると，組織同一
化（52本），組織コミットメント（112本），心理的契約（24本）と，すでに差がつき始める．80
年代になると，組織同一化（63本）や心理的契約（17本）の研究数が伸び悩むのに対して，組
織コミットメント（497本）の研究蓄積はさらに増加し，この差は広がっていく．この時期にな
ると，個人－組織適合（3本）の研究や，組織コミットメントのコンセプトから派生した多重コ
ミットメント（13本）の研究も始まっている（表１，図３）．組織コミットメント研究はそれ以
降も増加し続け，2010年以降の現在もなお，研究の数においても研究数の増加においても，他
を圧倒している．2005年に提唱されたばかりのI-dealsは，当然のことながら，まだ研究蓄積が
少ない（累計で65本）．
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60-69年 70-79年 80-89年 90-99年 00-09年 10-現在

組織同一化 10 52 63 130 438 721

個人-組織適合 0 0 18 111 336 404

組織コミットメント 11 112 497 1340 3620 5210

心理的契約 10 24 17 223 1310 1330

I-deals 0 0 0 0 24 65
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表１　EOR研究数の推移（表）

　 60-69年 70-79年 80-89年 90-99年 00-09年 10-現在
組織同一化 10 52 63 130 438 721
個人－組織適合 0 0 18 111 336 404
組織コミットメント 11 112 497 1340 3620 5210
心理的契約 10 24 17 223 1310 1330
I-deals 0 0 0 0 24 65

図３　OR研究数の推移（図）

3　ここでは組織コミットメントと，そこから派生した多重コミットメント（multiple commitment） をそ
れぞれ別のコンセプトとして集計している．多重コミットメントについては，次節において詳説する．
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４．EORコンセプト形成の系譜

　以上の量的な把握をふまえて，それぞれのコンセプトの形成の歴史について，より詳細な記
述的レビューを行いたい．既に述べたように，ここでの目的は，それぞれのコンセプトが研究
者によってどのようなものとして捉えられたかという，概念そのものの変遷をたどることであっ
て，それぞれのコンセプトにかかわる実証研究の具体的な展開を追いかけることではない．そ
こで以下では，各コンセプトについて，（１）その概念の起源となる研究，（２）そのコンセプ
トをはじめて学術的に定義した研究，（３）既存の定義を変更し，新たな定義を提示した研究，
あるいは（４）定義自体は既存のものを踏襲したが，明らかにコンセプトの中身を変更・拡張
した研究，（５）実証研究の蓄積に大きく寄与した仕事をした研究（e.g. 定番となる測定尺度を
開発する）のいずれかに該当するものに限定して，それぞれのコンセプトの発展の系譜をたど
ることにする．

4.1　１組織同一化
　組織同一化というコンセプトの起源はSimon（1947）ら近代組織論にまでさかのぼることが
でき（高尾, 2013），EORのコンセプトの中で最も古いものの１つと言える．Simon（1947）は，
完全な意味での合理性からはほど遠い人間が行なう意思決定を，可能な限り合理的なものに近
付けるための仕組みが組織に他ならない，と考えた．組織は個人に対して様々な影響力を行使
することで，人間の合理性を高め，組織にとって望ましい意思決定をさせようとするわけであり，
個人を組織へと同一化させることは，その１つの重要なアプローチとなる．
　Simon（1947）によれば，組織目的と個人目的とは本来異なったものであり，個人は自らの
目的達成のために，間接的に組織目的を志向するに過ぎない．ただ，組織の目的がオーソリティ
の行使によって強いられるのではなく，個人の中に内在化されるようになると，それはやがて
個人の心理や態度となっていく．この状態に至ると，個人は外部からの刺激を必要とすること
なく，自動的に組織目的に合う意思決定を行うようになる．Simon（1947）はこれを「組織人
としてのパーソナリティ」と呼び，個人が組織目的へと心理的に同一化することを，組織同一
化と呼んだ．こうした状態は，短時間で実現されるわけではなく，個人と組織がある程度の時
間をかけて相互作用を繰り返す中で，徐々に実現されるものである（March & Simon, 1958）．
　その後，Simon（1947）らに影響を受けた幾つかの研究が登場したが（Brown, 1969, Hall & 
Schneider, 1972），60年代から70年代を通じて，組織同一化自体が１つの研究領域を形成するこ
とはなかった．組織同一化よりも後に登場した組織コミットメントは，70年代にはすでに，発
表された研究数が100本を超えるような一大研究領域になっているのに対して，組織同一化の研
究蓄積が100本を超えるのは90年代に入ってからである（表１，図３）．高尾（2013）によれば，
これには少なくとも２つの理由がある．１つは，なぜ同一化は組織にとって望ましい帰結をも
たらすのか，ということに関する理論的な説明が不十分であったことである．理論的な基礎が
提供されないまま，「組織への同一化によって合理的な意思決定が導かれる」というアイデアだ
けが提示されたため，多くの実証研究が蓄積されるコンセプトとはなりえなかったのである．
もう１つは，組織コミットメントや忠誠心といった類似コンセプトとの弁別が明確でなかった
ことである．Simon（1947）は，組織同一化を忠誠心と同義で用いており，両者の区別を行っ
ていない．またこれよりもあとに登場した組織コミットメントとの間にもコンセプトの重複が
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みられるが，60年代から70年代にかけての組織同一化研究では，こうしたコンセプトの弁別性
に関する十分な議論がなされず，これがいかなる意味で他のコンセプトと異なる独自性を持つ
のかということが明確にならなかった（高尾, 2013）．
　つまりSimon（1947）のアイデアに触発されながらも，のちの研究者は，60年代から70年代
を通じて組織同一化というコンセプトがいったいどのようなものであり，どのような独自性を
持つのかということに関して，明確な回答を提示することができなかったわけである．70年代
の終わりにMowdayら（1979）によって組織コミットメントが再定義され，理論が精緻化され，
定番尺度が提供されたことで，組織同一化研究からの研究者の離反は決定的なものとなった（高
尾, 2013）．組織コミットメントが多くの研究者を惹きつける一大領域となっていくのに対して，
組織同一化研究は，少なくとも90年代までは，研究者から忘却されていった．
　組織同一化研究が再び注目されるきっかけとなったのが，Ashforth and Mael（1989）の研究
である．今なお，同領域において最も多く引用され，最も大きな貢献をした研究と位置付けら
れている（Edwards, 2005）．AshforthとMaelの貢献は，少なくとも３つある．第１に，組織同
一化を明確に定義したことである．彼らによれば，組織同一化とは，「組織との一体性（oneness）
や所属していること（belongingness）に対する認知」である．ある人がある組織に対して客観
的な意味で帰属し，一体化しているかではなく，その人が自分はその組織に帰属し，一体化し
ていると主観的に認知することをもって同一化を定義したわけである．第２に，社会的アイデ
ンティティ理論と自己カテゴリ化理論を理論的なバックボーンに，組織同一化のコンセプトを
再提示したことである．社会的アイデンティティ理論は，複雑な社会環境を秩序化して理解す
るために私たちが様々な社会的カテゴリーを用いること，それによって内集団と外集団の区別
を行い，自らを理解することに注目する．例えば企業の営業部門で働くビジネスパーソンが，「A
社（ライバル企業の社名）の社員はガツガツしている」とか「製造部門の人たちは頭が硬い」
というように，外部の集団をなんらかの形でカテゴライズし，それとの比較によって自分のア
イデンティティを定位する場合が，それにあたる．そのように他者に対するカテゴリー化によっ
て自己理解をするだけでなく，ある集団の一員として自分自身をカテゴリー化する過程に注目
するのが自己カテゴリー化理論である（e.g. 我が社の社員は社会貢献意欲が高く，柔軟な思考
を持っている．そこにいる私もまた，そうした人間の一人だ）．これにより，組織との一体性や
帰属を認知する個人において，一体何が起こっているのかということに関する理論的な説明が
提供されたわけである．第３に，定番となる尺度を提示したことである．Ashforth and Mael

（1989）から 3 年後に，彼らは組織同一化を測定する尺度を提示し（Mael and Ashforth, 1992），
これがこの分野の定番尺度となった．ここに至って，組織コミットメントとの概念的な弁別性
が明確になり，独自の研究蓄積を行うための準備が完了したのである．90年代以降の組織同一
化研究は研究の量産期に入るわけであるが（表１，図 3 ），それらのほとんどがAshforth and 
Mael（1989）の定義を採用し，Mael and Ashforth（1992）の尺度によって調査を行っている．
　組織同一化研究の形成史を要約すると，まずSimon（1947）によってコンセプトのアイデア
と名称が与えられ，それから40年ほど後にMaelとAshforthによって理論と定義と定番尺度が与
えられた．MaelとAshforth以前は，コンセプトの定義や理論的な位置付けが明確でなく類似の
コンセプトとの弁別性が明確でなかった．そして不幸にも，類似コンセプトの方で研究の飛躍
的な進歩が起こったために，大きな研究領域となるまでには至らなかった．他方でMaelと
Ashforth以降は，コンセプトそのものを問うような議論は起こらなくなり，研究の進展が漸進
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的（incremental）なものになった（図 5 ）．これは，特定のコンセプトが多くの研究者の注目
を集める一大領域となるための条件とはどのようなものであるかということについて，雄弁に
物語っているように思われる．この点については，他のコンセプトの形成史を概観した後に，
改めて議論したい．

4.2　組織コミットメント
　組織コミットメントは，EORにとどまらず組織行動論や産業・組織心理学全体の中でも，特
に研究蓄積が多く，それだけに成熟した研究領域といえる（鈴木, 2002）．
　組織コミットメントというコンセプトの起源がBecker（1960）にあることは，多くの研究者
の共通理解となっているようだ（Mowday et al., 1979; Allen and Meyer, 1990）．コミットメン
トというコンセプトは，Becker（1960）以前にも，個人が様々な行動を継続してしまうメカニ
ズムを説明するものとして社会学などで用いられていたが，それが明確な定義がなされること
無く，いわば場当たり的な（ad hoc）用法が目立つものであった．Becker（1960）によれば，
コミットメントとは「活動が中止した時に失うことになるサイドベット（side-bet）の集積とし
て首尾一貫した行動へと結びつく性質のもの」である．ここで付属的賭けとは，ある行動を中
止することによって無価値になる，その人がそれまでに投資した価値を指す．特定の組織で長
期にわたって働いていると，個人はその会社独自の仕事のあり方やスキルを身につけるように
なるものであるが，その中にはその組織を離れた際に他社では転用できない組織特殊的な能力
やスキルがある．このように組織に居続けるという行動は，個人にとって様々な投資を行って
いるに等しい意味を持つのであり，そうした投資は組織に居続けるという行動を中止した際に，
いわばサンクコスト化する．したがってこの場合，個人は，組織を離れることで失う価値（あ
るいは，そこに居続けることで得るであろう価値）を考慮して，そこに居続けるという選択を
する可能性が高い．このように組織を離れることで失うことになる価値の知覚によって個人が
組織に居続けることを説明するのが，Becker（1960）のコミットメント概念であり，これが組
織コミットメントの起源である４．
　Becker（1960）のコミットメント概念は，組織を去ることのメリットとデメリットの知覚に
関わるという意味で功利的な側面を強調したものであったが，その後，組織とのより感情的な
繋がりに注目した研究も現れた．例えばBuchanan（1974）は，組織コミットメントを「金銭的
な価値から離れた，組織の価値や目標，目標が価値に関連した役割，そして組織それ自体への
感情的な愛着，熱狂的支持」と定義し，個人がメリットやデメリットではなく，組織への感情
的な結びつきによってそこに居続ける側面を示した．70年代にはすでに，多くの研究者が組織
コミットメントを測定するオリジナルの尺度を提示し始めており，組織コミットメントをめぐっ
て，他の領域を圧倒する数の実証研究が発表されはじめている（表１，図３）．
　この時期の研究者たちは，組織コミットメントとは，個人が組織の中で一定期間を過ごす中で，
なんらかの意味でそこを離れ難くなり，その結果として組織に長期間居続けるという現象を説
明するコンセプトであるという点について，緩やかに考え方を共有していた．いわば，個人が
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4　ここからコミットメント研究は，大きく分けて２つの全く異なる方向へと進んで行くことになる．１つ
は，個人が組織へと居続けることを説明する組織コミットメント研究であり，それが本論文の焦点である．
もう１つは，組織に居続けることに限らず，個人が特定の行動を首尾一貫して行うメカニズムに関する研
究である（Salancik, 1977）．後者は主として社会心理学の分野で行われている研究であるが，本論文では
割愛する．
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組織に対して何らかの意味で入れ込んでいる状態であり，両者の間に親密な関わり合いが存在
することを捉えるのが組織コミットメントであり，それは組織同一化同様に，ある程度の時間
をかけた結果として形成されるものとされる（Mowday et al., 1979; Allen & Meyer, 1990）．
　ただこの時点では，組織コミットメントに関して，研究者間で共有された定義が存在するわ
けではなく，また実証研究に用いる定番尺度もまだ登場していない．そもそも組織コミットメ
ントとはどのようなものであり，それはどう測定されるのかという点に関して研究者間でコン
センサスがないままに，様々な研究者が様々な観点から研究を蓄積されていたのが，60〜70年
代の組織コミットメント研究だったのである．
　組織コミットメント研究において，広く共有される定義と測定のための尺度を最初に提供し
たのは，Mowday et al.（1979）である．Mowday et al.（1979）は組織コミットメントを「特
定の組織への同一化と没入」と定義し，それは（１）組織の目標と価値への強い信頼，（２）組
織のために進んで努力をする意思，（３）組織メンバーであることを維持したいという欲求によっ
て特徴づけられるとした．Buchanan（1974）同様に，組織との感情的な繋がりに焦点を当てた
この定義は，のちの研究者によって広く共有されることになったのだが，それと同等に重要な
のは，彼らが開発したOCQ（organizational commitment questionnaire）と呼ばれる尺度であっ
た．これによって組織コミットメント研究者たちは，広く共有される定義と測定尺度を手にし，
以降はこれらを用いて多くの実証研究が蓄積されることとなった．80年代から組織コミットメ
ント研究が飛躍的に増加している理由は，ここにあると考えられる．
　早期に定番となる定義と尺度が登場し，80年代にはすでに，研究の量産期に入っていた組織
コミットメントであるが，その後このコンセプトに関して大きく２つの変化が起こった．
　まず第一に，Allen and Meyer（1990）によって，組織コミットメントの再定義が行われた
ことである．組織との感情的なつながりに焦点を当てたMowdayらのコミットメント概念には，
Becker（1960）が注目したようなコミットメントの功利的な側面が含まれていない．Allenと
Meyerはこの両面，さらには個人が組織への責任を知覚することでそこに居続けるという側面
を加えた３次元から構成されるものとして，組織コミットメントを再定義した．彼らは組織コ
ミットメントを，「組織と従業員の関係を特徴付け，組織におけるメンバーシップを継続もしく
は中止する決定に関するインプリケーションを持つ心理状態」と定義し，それを３つの次元に
分解した（Allen and Meyer, 1990）．１つ目の次元は，組織を離れる際に失うと認知されるコ
ストとしてのコミットメントであり，継続的コミットメントと呼ばれる．２つ目は，組織への
感情的愛着としてのコミットメントであり，情緒的コミットメントと呼ばれる．３つ目は，組
織に残る義務・責任としてのコミットメントであり，個人が自己の義務や責任としてそこに居
続ける「べき」だと考えることに関わるものである．彼らはこれを規範的コミットメントと呼
んだ．このうち情緒的コミットメントはBuchanan（1974）やMowday et al.（1979）の流れを，
継続的コミットメントはBecker（1960）の流れをそれぞれくむものであり，規範的コミットメ
ントだけが彼らのオリジナルとなっている．MeyerとAllenの定義は，彼らが提示した尺度とと
もに，Mowday et al.（1979）の定義及び尺度に変わる定番として定着し，今もなお，組織コミッ
トメント研究の中で使われ続けている（Klein, Becker, Meyer, 2012）．80年代以降に起こったも
う１つの変化は，コミットメントの対象の拡張である．Becker（1960）以来，コミットメント
研究が対象としてきたのは組織による個人へのコミットメントであったが，Mowday et al.

（1979）の直後あたりから，コミットメントの対象を組織以外にも拡張する研究が行われ始めた
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（Reichers, 1985; Cohen, 1993; Blau, 1993）．
　要約しておこう．組織コミットメントのコンセプトは60年代に Beckerによって提唱され，70
年代にはすでに，多くの実証研究が蓄積される研究領域となっていた．ただ60年代〜70年代の
研究は，共通の定義や共通の測定尺度を用いた蓄積的なものというよりは，それぞれの研究者
がそれぞれの定義，それぞれの尺度によって研究を行うという意味で，散発的なものであった．
こうした状況を一変させたのがMowday et al.（1979）である．彼らの定義と測定尺度は多くの
研究者に用いられ，以降，組織コミットメント研究は量産期に入った．ただ彼らの定義と尺度は，
登場からおよそ10年後に，新たなものに取って代わられる．それがAllenとMeterの定義と尺度
である．Beckerによって提示されたアイデアをMowdayらが精緻化し，実証研究の蓄積が可能
な状態へと精緻化し，AllenとMeyerがそれをさらにブラッシュアップする．そのような形で進
んできたのが，これまでの組織コミットメント研究だったといえる５．

4.3　個人－組織適合
　個人の行動をその人が持つ個人特性と環境との相互作用で説明したLewin（1951）以来，個
人と環境との適合（person-envronment fit: P-E fit）の問題は，心理学や組織行動における重要
な問題として認識されてきた（Pervin, 1968; Schneider, 1987; Sekiguchi, 2004）．個人特性と職
業が要請する特性が一致することが，個人がその仕事に長期的に留まることにつながるという
仮説が提示され，実証研究によって支持されるなど（Lofquist and Dawis, 1969），環境要因と

5�　図３や表１をみればわかるように，EORの研究全体の中でも，組織コミットメントに関わる研究の累
積数は，10790本（全体の67%）と他を圧倒している．2016年現在を含め，どの年代においても，組織コミッ
トメントはEORに関わる研究全体のなかで圧倒的な多数派であり続け，2010年時点においてもEOR研究
全体の実に68%をしめている．直近の00年から10年にかけても，組織コミットメントの研究数は1.44倍も
伸びつづけており，05年に登場したI-dealsの2.71倍には及ばないものの，個人－組織適合の1.28倍，心理
的契約の1.02倍と比べても，その増加の割合が目立つ．多くの研究者が，コミットメント研究はすでに成
熟期を迎えていることを指摘しているなかで（鈴木, 2002; 2007, Klein, Becker, Meyer, 2012），今もなお，
これはEORの中心にあり続けているという事実が興味深い．
　その理由は，組織コミットメント研究の内容の変化にあると考えられる．研究の具体的な内容をみると，
Mowday et al.（1979）やAllen and Meyer（1990）の研究が登場した直後の組織コミットメント研究と，
現在の組織コミットメント研究とでは，研究の様相がかなり異なっている．Mowday et al.（1979）や
Allen and Meyer（1990）の研究が登場した直後は，彼らの研究に触発されて，他の類似コンセプトとの
弁別性に関する研究，組織コミットメントの概念モデルに関する研究など，組織コミットメントというコ
ンセプトそのものを問うような研究が多数行われた（Klein, Becker, Meyer, 2012）．80年代に起こった，
コミットメント対象の拡張の議論も，そうしたものの１つである（Rechers, 1985; Cohen, 1993; Blau, 
1993）．ところが，広く受け入れられる定義や尺度が登場すると，今度はそのコンセプトや尺度を用いて様々
な変数との関係を探求する研究が多くなり，組織コミットメントというコンセプトそのものをめぐる議論
は下火になる．にもかかわらず組織コミットメント研究が増え続けているのは，それが他の様々なコンセ
プトの従属変数として使われ続けているからであろう．00年以降は，組織側による心理的契約不履行の結
果として組織コミットメント，個人－組織適合の成果としての組織コミットメントなど，組織コミットメ
ントそのものではなく，関連する他の研究における従属変数としてこれが用いられることが多くなってい
る（Klein, Becker, Meyer, 2012）．コンセプトの再定義と同時に，Allen and Meyer（1990）によって精度
の高い尺度が登場し，それが従業員の離職意図をさげ，実際の離職を抑制すること，さらには組織市民行
動など組織にとってポジティブな行動につながることが一貫して示されてきた．このように組織コミット
メントが，組織にとって良い結果をもたらすということが実証研究によって早期に示されたため，組織コ
ミットメントとは何かということ自体を問うことなく，これを研究の従属変数として使用することが，正
当化されることとなったのかもしれない．いうなれば，実証研究を行う研究者にとって組織コミットメン
トは，きわめて便利なコンセプトだったと考えられるのである．
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して様々なものが想定され，研究されてきた．
　そうしたなかで，個人と組織の適合というアイデアの直接的な起源となったのは，Schneider

（1987）の研究であるといわれる（Sekiguchi, 2004）．Schneider（1987）によれば，個人は組織
にランダムにエントリーするわけではなく，自らが所属する組織を選択する時点ですでに自ら
が惹かれる組織を選んでいること（attraction: A），また採用選考ではその組織にふさわしいも
のが選ばれ，そうでないものが落とされることになるから，結局入社する個人はある程度，既
存の組織成員の類似した者が多く残ること（selection: S），仮にそうでない人がいたとしても，
組織のなかでやがて淘汰されていくこと（attrition: A）という，３つのメカニズムに注目した．
こうした過程を経ることで，長い時間を経たとしても組織は組織らしくあり続け，組織内には
類似した特性を持った個人が残りやすくなる．これがSchneiderのA-S-A理論の骨子である．
これを個人の側から見れば，個人が組織へと留まる条件とは，自己の持つ特性が組織側の特性
と近似したものである必要があるということになるわけであるが，これこそが，個人－組織適
合の基本的な考え方である．
　個人－組織適合を学術的に定義し，実証研究が蓄積される基礎を作ったのがChatmanとO’
Reillyにによる一連の研究である（Chatman, 1989; O’Reilly and Chatman, 1991）．Chatman

（1989）によれば，個人－組織適合とは，組織の規範や価値観と個人がもつ価値観との調和であ
る．O’Reilly and Chatman（1991）はこれを，個人が信奉する価値観（value）と組織を特徴
付ける価値観（organizational value）との一致という形で操作的に定義し，さまざまな価値に
対する両者の順位付けの間に相関が見られる状態をもって，「個人－組織適合が存在する」とみ
なした．O’Reilly and Chatman（1989）は，既存研究やインタビューをベースに54項目からな
る価値リストを抽出し，それらを用いた実証研究を実施している．その結果，組織側と個人側
とでは重視される価値の因子構造がかなり類似していること，また両者の順位付けにおける一
致が，組織へのコミットメントや職務満足，離職などに対して統計的に有意な影響を与えるこ
とがわかった．彼らの研究が行われた90年代前半以降，個人－組織適合は多くの産業・組織心
理学者，組織行動論者の関心を集め，多くの実証研究が蓄積される領域となった．
　個人と組織の間に価値の調和が起こっている状態を両者が「適合している」状態と捉え，そ
れがいかに実現するか，それは両者に何をもたらすかということを問うのが，個人－組織適合
研究である．個人と組織の密接な関わり合いこそが重要だと考える点で，これは組織コミット
メントや組織同一化と類似している．ただ，個人－組織適合の場合，個人と組織の関わりが長
期に及ぶことが，必ずしも前提とならない．個人が信奉する価値観と組織を特徴付ける価値観が，
入社当初さらには入社前の採用活動の時点で一致しているということはあり得るし，研究者た
ちが問うてきたのも，このようなEORの開始時点における問題であった．
　上記のように，個人と組織との適合によって個人の行動や態度を説明するという部分では一
致しているものの，適合とはどのような状態であり，どのように測定するかという操作的定義
のレベルにおいては，研究者間で一致した見解が見られない．Chatmanらは個人と組織の価値
の一致（value congruence）をもって適合としており，こうした見方がこの領域の主流となっ
ているが（Judge and Bretz, 1994; Posner, 1992）が，これとは異なった立場をとる研究者も多く，
2016年現在においても根本的な解決に至っていない．90年代中盤時点での研究をレビューした
Kristof（1996）によれば，個人－組織適合の操作的定義をめぐっては，（１）両者の価値の一
致でもって捉えるChatmanらの見方以外に，（２）個人の価値と組織のリーダーの価値の一致
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（congruence）だという見方（Vancouver and Schmit, 1991），（３）個人の（価値ではなくそ
こで何を求めるかという）欲求や選好と（それを可能にする）組織のシステムなり構造とがマッ
チング（Cable and Judge, 1994）や，（４）個人のパーソナリティ特性と組織側の風土とのマッ
チングにもとめる見方（Bowen et al., 1991）といったものが見られる．
　つまり個人－組織研究は，そもそも何について個人と組織の間で適合が見られる必要がある
のかという点（両者の価値か，欲求とその充足か，両者の特性か），個人と組織の適合というが
そもそも組織とは誰か（全体としての組織か，組織のリーダーか），そして適合とはどのような
状態を指すのか（両者の一致なのか，補完性なのか）といった点に関して多様な見解が並立し
たまま，研究が続いているのである．この点において，ある時点で多くの研究者によって使用
される定義や測定尺度が登場し，コンセプトそのものに関わる議論がなされなくなっていった
他のコンセプトとは異なる．
　要約すると，個人－組織適合研究は，Lewin（1951）やSchneider（1987）のアイデアをベー
スにChatmanやO’Reillyによって90年代ころに提唱され，彼らの定義と測定尺度を用いる研究
が以降の主流となっていった．ただ必ずしも全ての研究者がChatmanやO’Reillyの見解を支持
したわけではなかった．個人と組織との適合によって個人の行動や態度を説明するという部分
では一致しているものの，操作的定義のレベルにおいては研究者間で一致した見解が見られず，
少なくとも４つの見方が並立したまま，多くの実証研究が蓄積されているのである．

4.4　心理的契約
　心理的契約というコンセプトの起源は，Argyris（1960）に求めることができる．Argyrisは，
工場におけるフィールドワークの中で，現場の職長が採用する特定のリーダーシップスタイル
の結果として，職長と労働者との間に合意が形成されることを発見し，こうした合意を「心理
的な労働契約（psychological work contracts）」と呼んだ．Argyrisによれば，そのような契約は，
職長が従業員の仕事環境を整え，従業員が高い業績をあげ続けている限り意識されることが無
いという意味で暗黙の合意であるという．
　ただArgyrisは，心理的な労働契約に対して理論的・操作的な定義を与えているわけではなく，
そのためこれが多くの実証研究が蓄積される研究領域となることはなかった．Argyris以降，60
年代から80年代にかけて，心理的契約というコンセプトを用いた研究はいくつか行われている
のだが（表１，図３），それは共通の定義をもたない，散発的なものでしかなかった．
　初期の研究群のから20年ほどの空白期間を経て，心理的契約研究は再燃する事になる．その
契機となったのが，Rousseau（1989）による概念の再定義である．1989年以降に展開した心理
的契約研究のほとんどが，Rousseau（1989）の定義に基づいて進められたといってよい（Conway 
and Briner, 2005; 服部, 2013）．
　Rousseau（1989）は心理的契約を，「当該個人と他者との間の互恵的な交換について合意さ
れた項目や条件に関する個人の信念」（p. 123）と定義している．これによれば心理的契約とは，
組織と従業員の間に相互期待に関する合意が成立しているという従業員の知覚であり，その期
待をお互いが守っている限りにおいて，両者の関係は良いものであり続ける．個人が組織に入
れ込んでいたり（組織同一化や組織コミットメント），両者の間の価値が一致したりすること（個
人－組織適合）ではなく，両者が相手の期待に応え続けることが重要であり，したがって両者
の関係が長期間継続するかどうかということは問題にならない．その意味で，他のEORコンセ
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プトよりもドライなコンセプトと言えるかもしれない．
　ちなみにRousseauによれば，個人と組織の契約が文章化されない心理的なものになるのは，
個人側と組織側の認知能力に限界があるからである．私たちは，雇用関係の開始段階で，契約
書の作成に必要なすべての情報を手に入れることなどできない．仮にできたとしても，その契
約書には将来起こりうることまで盛り込むことはできない．あくまで契約成立段階で手に入る
限られた情報の範囲内で結ぶしかない．そのため組織と個人との契約はどうしても不完備なも
のとなり，お互いの暗黙の前提に頼るしかないわけである．組織と個人の相互期待におけるこ
うした曖昧な部分こそが彼女の言う心理的契約の真骨頂であるが，ここにSimonが礎を築いた
カーネギー学派であり近代組織論からの強い影響を見ることができる．
　Rousseauによる再定義の登場の直後，Rousseau（1990）やRobinson et al.（1994）といった
定番尺度が早期に登場し，それらを用いた実証研究が一気に蓄積され，心理的契約研究は当初
の散発的な段階から，多数の実証研究が蓄積的に展開される段階へと移行した．
　要約しておこう．コンセプトとしての心理的契約のアイデアは60年代にArgyrisによって提示
された．ただこの領域において本格的な実証研究の蓄積が始まるのは90年代に入ってからであ
り，その契機となったのが，Rousseau（1989）による概念の再定義であった．Argyrisから，
実に30年もの年月が経過している．Rousseauは組織と個人の間に成立する，必ずしも文章化さ
れない相互期待というArgyrisのアイデアを踏襲しつつ，また近代組織論からの影響を受けつ
つ，限定合理性の制約のもとでのEORを捉えるものとして理論化し，再定義した．その後間も
なく定番尺度が登場し，研究は量産期に入った．

4.5　I-deals
　この心理的契約から派生して，それを補完するコンセプトとしてRousseau自身が提唱したの
が，I-dealsである．Rousseau（2005）によれば，I-dealsとは，「双方に利益になるような諸項目
に関して，個人が雇用者との間で交渉した，非標準的な性質を持つ，自発的かつ個別的な合意（p. 
8）」である．「特別扱い」を意味するidiosyncratic dealと，「理想的」を意味するidealを合わせ
た造語なのだが，そのことをある架空の例と共に説明しよう．
　いまある企業が，極めて高い成果が期待できるあるデザイナーを雇用したいが，そのデザイ
ナーはオフィスではなく自宅で仕事をすること，さらには仕事をする時間を自分自身で決定す
ることを要求しており，実際にそうした環境下でしか高い成果をあげられないとする．他のデ
ザイナーにはオフィスへの定時出勤を求めている場合，このデザイナーの要求を受け入れるこ
とは，その社員だけを特別扱いすることを意味する．この場合企業は，通常であれば，個人を
特別扱いすることと，それによってそのデザイナーから高い成果を引き出すことの間のジレン
マに悩まされることになるわけであるが，もしここで，「このデザイナーの特別扱いを許すこと
で高い成果を得ることが誰にとってもメリットが大きい」と他のデザイナーが考えれば（ある
いは，そのように説得することができれば），状況は全く変わってくる．この時，特別な働き方

（idiosyncratic deal）を許されたデザイナーと，それを許容することで利益を得る会社と，その
利益の恩恵にあずかる他のメンバーという，３者にとって理想的な（ideal）状態が実現してい
るのである．このように特定の個人を特別扱いすることが，利害関係を持つすべてのものにとっ
て理想的であることがあるわけであり，これこそがRousseauのいうI-dealsという状況なのだ．
第三者の心情を無視した，単なる「えこひいき」とは全く違い，周到な交渉と説得によって実
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現する．
　給与，仕事，ポジションといった有限なリソースを複数の社員に対して分配することが，企
業の人事管理の１つの重要なタスクであるが，一般的に組織側が従業員に資源を分配する方法
には２つがあるといわれる（Rousseau, 2005）．第１のやり方は，それを企業内の全ての一般従
業員に対して与えるということである．給与，休暇，教育機会やその他種々のベネフィットな
どは，業績や年齢・勤続年数に応じて若干の傾斜配分をすることはあっても，基本的にはすべ
ての社員に一律に行き渡るように提供されることが多い．当然のことながら，この種のリソー
スに関しては，従業員間の格差は少なくなればなるほど，全体としての一体感が強くなる．こ
れに対して第２のやり方は，仕事や職業，公式の役割によって，リソースの配分を受けること
ができる社員とできない社員とを明確に区別するやり方である．例えば，管理職研修のような
選抜型の訓練機会や，専門職にのみ給付される特別の手当などがこれにあたる．１つ目のやり
方では，リソースが全社員に一律に配分されることになり，２つ目においては特定のポジショ
ンにいる者のみがそれを得るという違いはあるが，どちらも「組織内で同じポジションにある
ものに対しては，同一のリソースが配分される」という点で共通している．これに対して
Rousseau（2005）のいうI-dealsは，同じ組織の同じポジションにいる者同士の間であっても，
配分されるリソースが異なることを許容するやり方である．
　心理的契約と同じく，I-dealsもまた，個人が組織に入れ込んでいたり（組織同一化や組織コミッ
トメント），両者の間の価値が一致したりすること（個人－組織適合）を前提とせず，両者の間
の交換関係に注目する．ここでも，個人と組織の関係が長期間継続することや，両者が親密な
関係にあることは問題にならず，雇用関係の開始段階でどのような合意が成立するかというこ
とに主眼が置かれる．ただI-dealsにおいて重要なのは，同一ポジションにある個人間における
リソース配分の平等性が仮定されておらず，それゆえに，特定の個人の雇用条件がそれ以外の
第三者によって納得性の高いものになるかどうかに注目する点にある．この点において，心理
的契約とは大きく異なるのである．その意味で，これを心理的契約の一部とみるよりは，心理
的契約の影響を受けつつもそれが想定していた個人と組織の関わり合いとは異なったものを捉
えた派生形とみるべきなのかもしれない．
　登場して間もないこと，またそもそもI-dealsに該当するケースがそれほど多くないこともあっ
て，実証研究の蓄積はまだ少ないが，今後ますます重要になってくるはずである．とりわけ，
従業員間の協力が組織全体の業績に大きく影響する組織よりは，従業員が組織に対してそれぞ
れに独立した貢献をしうる余地が大きな組織において，その重要性は高くなると考えられる．

５．系譜の解釈１：EORコンセプト内容，相互の異同（研究課題１）

　まず研究課題１に答えるために，５つのコンセプトが捉える個人－組織関係とはどのような
ものであるかということを改めて考えたみたい．
　組織同一化というコンセプトは，個人が組織目的へと心理的に同一化することのメリットを
主張するものであり，そのためには個人と組織がある程度の時間をかけて相互作用を繰り返す
必要があることを説く（March and Simon, 1958）．他方，個人と組織の良好な関係のために両
者が同一化している必要は必ずしもなく，個人が組織の中で一定期間を過ごした結果として，
なんらかの意味でそこを離れ難くなる状態を作ることが重要だと考えるのが，組織コミットメ

101



横浜経営研究　第37巻　第１号（2016）102（ 　  ）

ントである（Mowday et al., 1979; Allen and Meyer, 1990）．微妙な違いはあるものの，個人と
組織がある程度近い距離にある，もしくはある程度統合された関係にあること，そしてそのた
めに，ある程度の長い時間が必要になることを主張する点において，両者は類似している．
　個人－組織適合もまた，個人と組織の間の統合に関わる．個人－組織適合は，両者の間に価
値の調和が起こっていることをもって，両者が適合している状態と捉え，それがいかに実現す
るか，それは両者に何をもたらすかということを問う．ただ，個人－組織適合の場合，個人と
組織の関わりが長期に及ぶことが必ずしも前提となっておらず，この点が組織同一化や組織コ
ミットメントと違う．このコンセプトが注目するのは，ある時点において個人が信奉する価値
観と組織を特徴付ける価値観が一致しているかどうかという点であって，両者の関わり合いが
長期に及ぶかどうかは問題にならない．EORをスポットな観点から捉えたコンセプトといえる
のだ．
　これに対して心理的契約（そしてそこから派生したI-deals）は，組織同一化や組織コミット
メントや個人－組織適合とは異なり，個人と組織との親密な関係を前提としていない．個人が
組織に入れ込んでいたり（組織同一化や組織コミットメント），両者の間の価値が一致したりす
ること（個人－組織適合）ではなく，両者が相手の期待に応え続けることに注目するという意
味で，ドライな交換関係を捉えている．また心理的契約において，個人と組織の関わり合いが
長期に及ぶのか，それとも短期で終了するのかということは，両者の期待の内容によって変わ
るのであり，どちらが良い関係であるかということは問われない．かつての日本企業の正社員
のように，個人と組織が長期的な関係を結ぶことがお互いの義務として理解されているような
場合もあれば（Abbeglen, 1958），短期雇用の労働者のようにお互いの関係が短期間で終了する
場合もある（Rousseau, 2005）．心理的契約にあっては，関係が長期におよぶのかスポットで終
了するのかとではなく，その時その時において，お互いがお互いの期待に応えることが重要に
なる．長期的な関わり合いは，所与のものではなくその結果として実現する．
　心理的契約から派生したI-dealsもまた，個人が組織に入れ込んでいたり（組織同一化や組織
コミットメント），両者の間の価値が一致したりすること（個人－組織適合）を前提とせず，両

図４　EORコンセプトの布置
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者の間の交換関係に注目する．I-dealsにおいて重要なのは，個人と組織が雇用の条件について
明確な交渉を行うことであり，それが当該個人以外の第三者によっても納得性の高いものにな
ることである．ここでも個人と組織の関係が長期間継続するか否かということは問題にならず，
雇用関係の開始段階でお互いの間にいかに明確で納得性の高い合意が成立するかということに
主眼が置かれる．
　（１）個人と組織の長期的な関わり合いを前提としているのか，スポットな関係を前提として
いるのか，（２）両者が親密に統合される状態を理想としているのか，両者の間に交換関係が成
立していることを前提としているのかという２つの観点から，EORコンセプトは図４のように
整理できる．

６．系譜の解釈１：EORコンセプトの登場と発展の学説史（研究課題２）

6.1　多くのアイデアが登場した50〜60年代
　次に研究課題２について検討しよう．EORに関わる６つのコンセプトについて，（１）アイ
デアの登場，（２）はじめてのアカデミックな定義，（３）アカデミックな定義の修正，（４）広
く使用される測定尺度の開発，に関わる研究を記し，年表としてまとめたのが図５である．
　図 5 をみてまず気づくのは，組織同一化はSimon（1947），個人－組織適合はLewin（1951），
組織コミットメントはBecker（1960），心理的契約はArgyris（1960）とSimon（1947）という
ように，心理的契約から派生したI-dealsを除くすべてのコンセプトの起源が，50〜60年代に集
中していることである．

図５　EORコンセプトの形成史
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　Lewin（1951）らの影響を多分に受けつつ，心理学者のMillerが人間行動を研究する学際的な
アプローチとして行動科学（behavioral science）を立ち上げたのが1949年，また経営学において，
人間関係論に影響された研究者たちが組織行動論を展開したのが1960年代であり，この時期は
まさに，産業・組織心理学と組織行動論の勃興期にあたる．Simon（1947）やMarch and 
Simon（1958）らを中心とした近代組織論が起こり，意思決定が経営学の主要な課題として定
位されたのもこの時期である．McClelland（1961）の達成動機理論，Vroom（1964）の期待理論，
Adams（1965）の公平理論，Herzberg（1966）の２要因理論，またHalpin（1954），Halpin 
and Winer（1957），Blake and Mouton（1964），Fiedler（1967）といったリーダーシップの主
要な研究が登場したのもこの時期である．意思決定，モティベーション，リーダーシップといっ
た，現在の産業・組織心理学と組織行動論の中核をなすトピックのほとんどが，この時期に登
場したわけである．
　本論文で取り上げたEORの諸コンセプトもまた，上記のコンセプトと同時期に，Simon，
Lewin，Becker，Argyrisといったこの分野の中核的な研究者によって提示された．これらの研
究者はいずれも，産業・組織心理学や組織行動論全体に多大なる影響を与えた研究者たちであり，
EORに関わるものは彼らの膨大な業績の中のほんの一部でしかない．にもかかわらず，彼らの
アイデアに端を発した研究は，今日，産業・組織心理学や組織行動論の一大研究領域を形成す
るまでに至っている．
　さらに興味深いのは，上記のようにすべてのコンセプトが50〜60年代に登場しているにもか
かわらず，これらが実証研究のキートピックとして位置づけられ，本格的に実証研究が開始さ
れるまでには，さらに20〜40年もの時間が必要だったという事実である．主要な研究者によっ
て提示されたアイデアも，登場直後から大きな研究の潮流となったわけでは決してない．そして，
各コンセプトの研究が本格的に開始される時期（表１および図３）と，コンセプトの形成史（図
５）をあわせると，幾つかの興味深い事実が浮かび上がってくる．

6.2　概念の再定義と定番尺度の登場が実証研究の蓄積に先行する
　まず第１に，すべてのコンセプトにおいて，初期（50〜60年代）のアイデアを踏襲しつつ，
それを再定義するエポックメイキングな研究が存在していることである．組織同一化でいえば
Ashforth and Mael（1989），個人－組織適合ではChatman（1989）とO’Reilly and Chatman

（1991），心理的契約ではRousseau（1989）がそれにあたる．たとえば組織コミットメントの場合，
まずMowday et al.（1979）が概念の再定義を行いこのコンセプトを精緻化したのちに，Allen 
and Meyer（1990）がこれをさらに拡大する形で精緻化が進んだ．このように実証研究の数の
増加は，例外なく，各コンセプトのアイデアが提示された直後ではなく，こうした再定義の直
後に起こっている．起源となる研究からある程度の時間が経過したのちに，その領域における
いわば中興の祖にあたる研究者が登場し，その後に研究の量産が開始されるというパターンが
みられるのである．
　第２に，そうした中興の祖にあたる研究者による研究と同時あるいはその直後に，そのコン
セプトを測定するための尺度が登場していることである．組織同一化では，Ashforth and Mael

（1989）の 3 年後にMael and Ashforth（1992）が，組織コミットメントではMowday et al.（1979）
およびAllen and Meyer（1990）がコンセプトの再定義と尺度開発を同時に，心理的契約では
Rousseau（1989）の直後にRousseau（1990）やRobinson et al.（1994）が，多くの研究者に使
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われることになる定番尺度を開発している．
　アイデアが登場して，それが本格的な実証研究の蓄積に至るまでには，（１）その「アイデア」
がのちの研究者の知的刺激を喚起するだけの，十分に魅力的なものであることはもちろん，そ
れに加えて，（２）そのアイデアを再検討・再定義する研究と，（３）定番尺度が開発が重要に
なること，しかも（４）そうした後続の研究が登場するまでには，ある程度長い期間が必要に
なる，ということなのだろう．

6.3　実証研究の開始が80〜90年代に集中
　そして第３に，そうした再定義と尺度開発を行った研究が，いずれのコンセプトにおいても
80〜90年の間に集中的に行われているということである．50〜60年代という特定の時期に登場
したEORのコンセプトが，空白の70年代を経て，80〜90年という特定の時期において一斉に花
開いたわけである．アイデア登場からのインターバルでいえば，組織同一化で42年，個人－組
織適合で38年，組織コミットメントの場合，Mowday et al.（1979）では19年，Allen and 
Meyer（1990）では30年，心理的契約の場合は27年になる．
　ではなぜ，それが80〜90年代に集中的に起こったのか．あくまで推測にはなるが，少なくと
も二つの理由が考えられる．
　まず第一に，この時期に，産業・組織心理学や組織行動論の研究において，新しい研究トピッ
クの探索が行われたことである．既に述べたように，50〜60年代は，EORに限らずこの領域に
おける重要なコンセプトの多くが登場した時期，Kuhn（1970）の言葉を借りれば，のちの研究
者によって共有される「パラダイム」が登場した時期である．リーダーシップ，モティベーショ
ン，意思決定など多くの領域において，その後の研究者たちがとくべきパズルが提示され，そ
れらが60〜80年代における「パズル解き」（Kuhn, 1970）のフェーズを用意した．60〜80年代の
研究者たちは，初期の提唱者たちが提示した枠組み内で実証研究を蓄積させ，その作業は80〜
90年において一通り終了した．偉大な先人たちが提示した問題に対して一定の回答を提示し終
わった研究者たちは，新たに解くべき新しいパズル（研究テーマでありコンセプト）を探索す
るようになったと考えられる．たとえばリーダーシップの領域においては，長きにわたってタ
スクと人間関係という２軸で語られてきた行動理論の限界が指摘され，変革型リーダーシップ
という新たな枠組みが提示された（Bass, 1985）．60〜80年代を通じて中核にあり続けてきた期
待理論が事実上完成し（坂下, 1985），モティベーション研究に対する研究者達の知的関心が急
激に低下したのもこの時期である（Steers, Mowday, and Shapiro, 1989）．意思決定分野におい
て，人間のバイアスに注目した行動経済学的な研究が起こったのも（Kahnemann and 
Tversky, 1979），まさにこの時期であった．このように80〜90年代，産業・組織心理学や組織
行動論において，それまで中核であり続けてきたトピックが成熟化したことを受け，研究者た
ちがこれまでの枠組みの外側において新たなトピックを模索し始めた．それがEOR研究の拡大
の１つの原因だと考えられる．
　第二の，より重要な要因は，この時期にEOR研究の中心地であったアメリカにおいて，EOR
に関する問い直しが行われたことであろう．ベトナム戦争や東西冷戦，公民権運動により社会
が動揺していた70年代，アメリカは経済の低迷期にあった．この時期，多くのアメリカ企業の
ビジネスが，地理的にも物理的にも巨大化し，極めて変化の激しい市場・技術的環境に直面し
ていた．こうした事情を背景に，たとえばWalton（1985）は，ルールや手続きによって個人が
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とるべき行動を細かく規定する「コントロール」型マネジメントの限界を指摘し，個人と組織
の強い結びつきをベースにした「コミットメント」型マネジメントへの転換を主張した．コミッ
トメント型マネジメントにおいては，個人の行動が，ルールや手続きではなく共有された目標
や価値によって方向づけられ，動機づけられる．また仕事の設計においても個人の高度の自律
性が許容され，そのことが個人の目標や職務範囲の拡張につながる（Walton, 1985）．こうした
人材マネジメントのポリシーレベルにおける転換の議論が，おのずと，その基底となるフィロ
ソフィーレベルの転換の議論を喚起し，そのことがこの時期のアメリカにおけるEOR研究の探
求へと研究者の目を向けさせたのではないだろうか６．
　つまり，主要なトピックに関わる研究の成熟化と，アメリカにおけるEORに関する関心の高
まりという２つの要因が相まって，80〜90年代におけるEOR研究の興隆が起こったというのが，
本研究の解釈である．あるコンセプトに関わる研究の趨勢は，そのコンセプトのアイデアの善
し悪しそのものではなく，研究者コミュニティ内外のさまざまな要因によって規定される，と
いってよいだろう．

７．日本企業のEORへの示唆

　本論文の問題意識は，「2016年現在の日本企業の人材マネジメントの基底をなすEORとはど
のようなものであるのか」という点にあった．こうした問題意識の元，本論文では，今日の日
本企業におけるEORを記述するためのコンセプトを探るべく，欧米におけるEOR研究の系譜を
追いかけてきた．レビューを受けて，最後に，今日の日本企業の人材マネジメントの基底をな
すEORとはいかなるものであるのかということを考えたい．もちろん， 1 つの論文の中で結論
を出すことはできないし，そもそも人材マネジメントの基底をなすEORでありフィロソフィー
は，各企業が自社の施策，ポリシーとの関連の中で独自に紡ぎ出すべきものである．したがっ
て本論文にできるのは，あくまで議論の枠組みなりボキャブラリーを提示することでしかない．
　「年功に基づく評価処遇」から「業績に基づく評価処遇」という変化は，日本企業と個人との
関係が統合を基底とするものから交換を基底とするものへとシフトしたことを意味する（図４）．
組織に居続けることやそれに忠誠を尽くすこと自体が貢献とみなされた時代は終わり，個人は
組織に対して何を提供できるのかということを問われるようになった．他方多くの企業におい
て，雇用の安定は維持され続けているから，90年以降の日本企業のEORは，図４でいえば，組
織コミットメントや組織同一化に代表される第１象限から，心理的契約に代表される第４象限
へとシフトしたことになる．心理的契約というコンセプトが語るのは，自社の社員がいったい
何を期待しているか，それが確実に履行されているのかということを把握する努力が各企業に
とって必要だということ．そして個人もまた，そうしたことを明確に理解し，組織から何を求
められ，自分は組織に対して何を期待できるか，そして何は期待できないのかということを明
確に理解するということである．こうした点について，個人と組織の双方がオープンなコミュ
ニケーションを行うことこそが，今日の日本企業に必要なのではないだろうか（服部，2013）．
　フィロソフィーのような基底レベルの変更を欠いた表層的な人材マネジメントの変更は，例

6�　ちなみに，この時，コミットメント型マネジメントの先端事例として注目されたのが日本企業であった．
この時期，日本企業に関わる多くの研究が蓄積されたが，そこで研究者たちが注目したのが日本企業特有の
組織文化（坂下, 2001）と，「個人と組織の長期的で親密な関わり合い」（Ouchi, 1981; Dore, 2000）であった．
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えるならば，オペレーティングシステムの変更を伴わずにアプリケーションソフトの変更を行
うようなものである．アプリケーションソフトの変更がマイナーである限り，その変更はシス
テム全体に対して何の問題も起こさない．ユーザーも開発者も，通常であれば，背後で動くオ
ペレーティングシステムをほとんど意識することがないはずである．ただ，アプリケーション
の変更が大規模なものになるとき，背後にあるオペレーティングシステムもまた，変更を行わ
なくてはならない．この点を理解せずに表層のアプリだけを変更しようとしても，システムは
動かない．
　これと同じことが，人材マネジメントにもいえる．日本企業が90年代に行った「業績に基づ
く評価処遇への変更」であり「目標管理制度の導入」は，表層的なポリシーや施策の大規模な
変更という意味で，アプリケーションソフトの変更に例えられるものであった．しかも，この
時期に日本企業がおこなった変更は，明らかに，オペレーティングシステムの変更を伴うほど
の大規模なものであった．にもかかわらず，多くの日本企業が「個人との間にどのような関わ
り合いを結ぼうとしているのか」という点について，明確なメッセージを提示することができ
なかった．個人側は，表層的な施策やポリシーを観察することで，「個人と組織の関わり合いが
これまでとは違うものになりつつある」ということは理解できたかもしれないが，それが具体
的にどのようなものであるのか，会社側が自分たちとの間にどのような関係を築こうとしてい
るのかという点に関して，明確に理解することはできなかった．この点こそ，成果主義人事制
度の導入が困難を極めた理由なのではないだろうか．
　表層的なレベルでの変化が起こりつつある今だからこそ，その基底にあるEORへの考察を欠
かしてはならない．それはすなわち，欧米の研究者たちが問うてきたEORについて，研究者と
実践家双方が議論を行う必要があるということでもある．今改めて，EOR研究が注目されるべ
きだと筆者が考えるゆえんである．
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